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地震災害脆弱性の地域間相対比較の分析
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要約
1995年兵庫県南部地震は、都市直下型の大地震で神戸市を中心に兵庫県に甚大な被害を
与えた。その後、多くの都道府県や大都市においては、この大震災の教訓を踏まえ、兵庫
県南部地震級の直下型地震を想定した被害想定や防災アセスメントが実施され、地域防災
計画の見直しが行われている。同一の誘因・規模の自然外力でも災害の受け方は、その地
域の持つ自然・社会・経済構造および規模などの様々な条件の違いや特性が絡み合って大
きな差異が生じる。このように自然災害には地域特性が大きく関連すると思われ、ほぽ全
ての自然災害の被害量には明らかに地域性があると考えられる。
筆者らは、自然災害に対する地域の脆弱性を相対的に評価する目的で、自然災害に起因
する被害量と地域特性と関連性について検討を実施してきている。そのため、最近に至る
までの可能な限り長い期間にわたって 47都道府県の災害に関する諸々の資料を収集して
自然災害統計データベースを構築するとともに、自然・社会・経済的指標の時系列的変化
に着目し地域特性に関するデータ収集を行った。本研究では、この自然災害統計データベー
スのうち、主に地震災害を対象として地域特性指標との関係を分析して比較検討する。ま
た地震災害による直接被害と地域特性指標との関連性について多変量解析により分析し、
地震災害に対する地域の定量的な脆弱性評価法を検討した。この手法を用いて都道府県ご
との地震災害に対する脆弱性評価を試みて、地域にとっての被害量あるいは災害の実態と
それに内在する災害誘因を明らかにすることを目的とした。
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果、図 1によると自然災害種別の台風災害，豪雨
1 .はじめに 災害と地震災害，豪雪災害，その他災害では異な
る地域性が認められた。また、被害量として取り
1995年兵庫県南部地震は、都市直下型の大地震 上げた擢災者数および被災金額への影響は極めて
で神戸市を中心に兵庫県に甚大な被害を与えた。 大きく、自然災害による被害量に内的要因である
その後、多くの都道府県や大都市においては、こ 地域特性が大きく関与していることを示している
の大震災の教訓を踏まえ、兵庫県南部地震級の直 ものと考えられる。
下型地震を想定した被害想定や防災アセスメント
が実施され、地域防災計画の見直しが行われてい
る。同ーの誘因・規模の自然外力でも災害の受け
方は、その地域の持つ自然・社会・経済構造およ
び規模などの様々な条件の違いや特性が絡み合っ
て大きな差異が生じる。このように自然災害には
地域特性が大きく関連すると思われ、ほぽ全ての
自然災害の被害量には明らかに地域性があると考
えられる。
筆者らは、自然災害に対する地域の脆弱性を相
対的に評価する目的で、自然災害に起因する被害
量と地域特性と関連性について検討を実施してき
ている。そのため、最近に至るまでの可能な限り
長い期間にわたって47都道府県の災害に関する
諸々の資料を収集して自然災害統計データベース
を構築するとともに、自然・社会・経済的指標の
時系列的変化に着目し地域特性に関するデータ収
集を行った。本研究では、この自然災害統計デー
タベースのうち、主に地震災害を対象として地域
特性指標との関係を分析して比較検討する。また
地震災害による直接被害と地域特性指標との関連
性について多変量解析により分析し、地震災害に
対する地域の定量的な脆弱性評価法を検討した。
この手法を用いて都道府県ごとの地震災害に対す
る脆弱性評価を試みて、地域にとっての被害量あ
るいは災害の実態とそれに内在する災害誘因を明
らかにすることを目的とした。
2. 自然災害統計データベースの概要
都道府県を対象とした自然災害統計データベー
ス構築のため、 1970年から1995年の26年間におい
て我が国に発生した自然災害による被害統計量に
関する資料を収集し、その分析を試みた。その結
地方周!被聾壷額回盟書種別比車
?????
? ? ?
左目11: .. .. ii・同，.・ A.~ 盆 a・闘車 中. 極・ 4 圃丸"
地方名 ロ台風檀曹団車田被書園地盤植書 地方'"
図量冒植曹圃その他檀書
図1 地域区分別被害量の自然災害種別比率
3. 地域特性指標の概要
自然災害と各都道府県がもっ自然・社会・経済
構造等の特徴と都市化などの時系列変化を分析す
るため、素因となる各指標を表1に抽出した。ま
た、 1970年~1995年の26年間について各指標の時
系列変化を調査した。
まず地形の時系列変化は山地・丘陵地・台地・
内水域、低地について、各都道府県の面積比で表
されており、それ程変動は見られなかった。人口
に関しては、東京周辺の首都圏や愛知県でその時
系列変化は大きく増加している。図2は老年人口
比で、その時系列変化を見てみると，秋田県・山
形県・鳥取県・高知県・鹿児島県などが、大都市
の存在する都道府県よりもその割合が高いという
特徴が認められる。自然環境では，大都市の存在
する都道府県で右上がりの増加傾向を示している
ことが特徴的である。住居について、危険又は修
理不能・大修理を要する住宅率では、どの都道府
県も同じような変動であったが、割合的には、北
海道・青森県・東京都・沖縄県が高かった。次に
経済・財政ではこの指標で取上げたすべての項目
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図2 老年人口比時系列変化
において東京都が他県に比べ変動、数値ともに圧
倒している。図3の県財政力では、貨幣価値を1995
年基準にデブレターをかけたもので、東京都以外
では兵庫県が大きな増加率を示し、その他、愛知
県・大阪府などやはり大都市の存在する都府県が
大きな変動を示した。県民所得では全体的に大き
な差がなかった。安全・教育の校地面積・消防水
利の時系列変化では全体的に大都市の存在する都
道府県で数値や増加傾向に大きな変動を見せてい
る。このように地域特性指標の時系列的変化は、
各都道府県の特徴と26年間の地域的な変遷を明瞭
に反映している。
4.地震災害被害量と地域特性指標の関連性
(1)外的要因のクラス区分
外的要因の主因子と考えられる地域への地震入力
のインパクトの大きさを統一させた上で、内的要
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図3 県財政力の時系列変化
因である地域特性の差異が被害量に関係している
かを考慮する必要があると考えられるため、地震
入力のインパクトの大きさをマグニチュード (M)
と震央距離 (X)から評価される既往の地震動の
最大速度値 (Vmax)の距離減衰式(1)式より図
4のA，B， C， Dの4クラスに区分した。尚、こ
こでの震央距離とは最も被害量の多かった市町村
との距離とする。
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図4 地震災害クラス区分
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(2)分析結果 値)。危険又は修理不能・大修理を要する住宅率。
県財政力(各都道府県の歳入総決算)。病院数(人
口 10万人に対する棟数)。消防吏員率(人口 l万
人に対する人数)。
まず、地域特性としては表 lの自然・社会・経
済指標を参考に、次に述べる 8つの項目を選定し
た。軟弱地盤面積比率(地域ごとの低地面積で地
域の総面積に対する比率)。可住地人口密度。老年
人口比(各都道府県の人口に対する 65歳以上の人
口比)。都市公園面積(各都道府県の人口で割った
26年間に地震災害の被害量とクラス区分につい
ては表2、分析結果については図 5に示した。ま
ず Aクラスの地震災害で、兵庫県南部地震の兵庫
表 1 自然・社会・経済の指標・項目群
指標 項 目
地形 山地・丘陵地・内水域・低地・森林面積
人口
人口・可住地人口密度・人口密度・昼間人口・老年人口・老年人口比率・人口推移・出l
生率
自然環境
総面積・年平均気温・降水量・年雪日数・自然公園面積・都市公園面積・自然公園個所・
都市公園個所
住居 住宅着工戸数・持家戸数・床面積の合計・危険又は修理不能・大修理を要する住宅率
経済・財政 県財政力・県民所得・県内純生産額・総生産額・第二次産業・小売業販売額・製造品出
荷額
供給・情報 上水道普及率・下水道普及率・ガス普及率・消費電力・加入電話数
厚生 一般病院数・診療所数・医師数
安全・教育 小学校校舎面積・中学校校舎面積・防火水槽容量
事業・産業・環境 事業所数・非労働数・有業者数
行政職員 一般職員数・警察署員数・消防吏員数
表2 地震災害クラス区分の被害量
地震名 都道府県名 擢災者数 被災金額 震央距離 マグーチュード クラス
(人) (千円) (km) (M) 
1973年根室南東沖地震 北海道 80 8133 49.4 7.4 B 
1974年伊豆半島沖地震 静岡県 1438 6182245 7.8 6.9 A 
1975年熊本県地方地震 熊本県 264 643392 6.2 6. 1 B 
1975年大分県中部地震 大分県 771 11351224 18.0 6.4 C 
1978年宮城県沖地震 宮城県 29386 269688722 106.0 7.4 C 
福島県 319 2807557 159.6 7.4 D 
岩手県 31 5532850 190.0 7.4 D 
1978年伊豆大島近海地震 静岡県 2997 31251129 23.6 7.0 B 
1982年浦河沖地震 北海道 143 10360765 16.0 7.1 A 
1983年日本海中部地震 秋田県 14955 147542566 81. 6 7.7 B 
青森県 2045 51814956 146.6 7. 7 C 
1984年長野県西部地震 長野県 302 25447198 4. 2 6. 8 A 
1987年千莱県東方沖地震 千来県 503 13092907 13.0 6. 7 B 
1987年日向灘地震 宮崎県 7 1040979 62.9 6.6 D 
1993年釧路沖地震 北海道 968 46322769 9. 3 7.8 A 
1993年北海道南西沖地震 北海道 3552 133011476 74.8 7.8 B 
1994年北海道東方沖地震 北海道 1520 54143969 272.8 8. 1 D 
宮城県 364 535036 811. 6 8. 1 D 
1994年ニ陸はるか沖地震 青森県 1668 67709254 186. 7 7.5 D 
1995年兵庫県南部沖地震 兵庫県 1199027 9926800000 18.4 7.2 A 
大阪府 43503 96096248 47. 3 7. 2 B 
尽都府 50 2092175 82.8 7.2 C 
徳島県
」ー
235 809300 71. 4 7.2 主」
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図5 クラス別地震災害と地域特性指標の関連性
県と浦河沖地震の北海道に着目してみると、同じ
クラスの他の県に比べて被害量が最も多く発生し
でした兵庫県では、軟弱地盤面積比率・可住地人
口密度・老年人口比の割合が高く、病院数・都市
公園面積・消防吏員率の割合が低かった。被害量
の最も少なかった北海道は、兵庫県とは逆に軟弱
地盤面積比率・可住地人口密度・老年人口比の割
合が低く、病院数・都市公園面積・消防吏員率の
割合が比較的高かった。これらのことから、兵庫
県のような地域特性が被害量を増大させた原因の
1っと考えられる。次に Bクラスでは大阪府を除
いてほとんど差が見られなかったが、このクラス
の地震で最も被害量の多かった大阪府は軟弱地盤
面積比率・可住地人口密度が他の地域と比べて割
合が多く、兵庫県同様に病院数も比較的少ない。
量が増えていて、 Aクラスとほぼ同様な結果を示
している。 Dクラスについては、バラツキが見ら
れ外的要因と内的要因の関連性を見出すのは困難
であったが、 Cクラスでは、最も被害量の多かっ
た宮城県沖地震の宮城県では、軟弱地盤面積比率、
老年人口比の割合が高く、病院数の割合は最も少
なく、やはり A、Bクラスと同様な結果が考えら
れた。
これらのことら、軟弱地盤面積比率・可住地人
口密度・老年人口比の割合が高く、病院数・都市
公園面積・消防吏員率の割合が低い都道府県では、
その被害量が増えていることが考えられ、地震災
害の被害量にその地域特性が関係していると考察
できる。
またこのクラスで、最も被害量の少なかった根室南 5. 多変量解析による被害量の分析
東沖地震における北海道では、地域特性の割合は
全体的に少ないが、病院数は比較的割合が多い。(1)説明変数の設定
このように、軟弱地盤面積比率・可住地人口密度・ 本研究で多変量解析を行うにあたって数量化 I
老年人口比の割合が高く、病院数・都市公園面積・ 類を用いた。この方法は、ある質的データを量的
消防吏員率の割合が低い都道府県では、その被害 データに変換して、重回帰分析・主成分分析・判
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表3 数量化 I類解析に用いたアイテム・カテゴリー
外的基準 1.地震災害の擢災者数
2地震災害の被災金額
アイァム カァゴ、リ 区分
大きい 15~ 
1.軟弱地盤率(%) 2 中程度 12~15 
3 小さい 。~12
l 大きい 8.5~ 
2可住地人口密度(100*人/lkm')
2 小さい 。~8. 5 
大きい 13. O~ 
3.老年人口比(%) 2 中程度 8. 5~13. 0 
3 小さい 。~8.5
説明変数 1 大きい 9. O~ 
4.都市公園面積 (km2/人)
2 小さい 。~9.0
l 大きい 4.0~ 
5危険又は修理不能・大修理を要する住宅率(%)
2 小さい 。~4.0
6.県財政力(1000億円)
7病院数(棟数/10万人)
8消防吏員数 (/10000人)
別分析と同じような多次元的解析を行う手法で、
「結果J(外的基準)に影響を与えるいくつかの「原
因J(説明変数)により、その外的基準を説明ある
いは予測を行う解析法である。尚、説明変数と外
的基準の相関、すなわち重相関係数がO.6以上を
示せば、推定精度が良いという基準のもとで解析
を行う。
この数量化 I類を用いて都道府県別の地震災害
による被害量の分析を行った。本解析における外
的基準および説明変数としてのアイテム・カテゴ
リーは表3に示す変数を用いている。すなわち各
都道府県における羅災者数と被災金額 (95年基準
デフレター)を外的基準とした。また、説明変数
としてのアイテムについては、前章で選定した地
震災害被害量に関係していると考えられる地域特
性を用いた。
(2)解析結果
i )擢災者数を外的基準とした場合
カテゴリー・スコアの結果について、まず重相
関係数は0.66で信頼性のある結果であり、図6よ
り第3アイテムである老年人口比と第8アイテム
である消防吏員率の寄与が大きくなっている。逆
に第4アイテムである都市公園面積と第6アイテ
ムである県財政力はそれほど大きな寄与は認めら
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図7 数量化 I類による解析結果(被災金額)
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れなかった。全体的に見ると、第 lアイテム、第
2アイテム、第3アイテム、第5アイテムと第6
アイテムでは、第 lカテゴリーがもっとも寄与し
ていて、第2、3になるにつれて寄与は低くなる。
その他のカテゴリーでは逆に、第 lカテゴリーが
もっとも寄与が低く、第2、3になるにつれて寄
与は大きくなる。すなわち、軟弱地盤面積比率、
可住地人口密度、老年人口比、危険又は修理不能・
大修理を要する住宅率、県財政力が大きくなるに
つれて、地震災害の擢災者数に寄与していること
を示している。また、都市公園面積、病院数と消
防吏員率が大きくなれば、地震災害の権災者数の
寄与は小さいことになる。
u)被災金額を外的基準とした場合
まず重相関係数は0.67で解析結果に信頼性があ
ることがわかる。図7を見てみると、権災者数を
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外的基準とした場合と同様の結果が得られた。や
はり第3アイテムである老年人口比と第8アイテ
ムである消防吏員率の寄与が大きくなっている。
また i)の結果に比べると、多少、軟弱地盤面積
比率の寄与は小さくなっており、可住地人口密度、
危険又は修理不能・大修理を要する住宅率の寄与
は大きい結果を示している。
6. 都道府県別の地震災害脆弱性評価と地
域間比較
数量化解析による分析結果を用いて、地震災害
に関する脆弱性評価を試みた。そこで数量化解析
から計算されたカテゴリースコアを用いて重回帰
分析を行い、都道府県ごとに地震災害脆弱性評価
値を算出する。
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Y = L a，'x" (r = 8)…...・H ・..・ H ・..(2) 
n=1 
an:第 nアイテムのカテゴリースコア
Xn :第 nアイテムの各都道府県の実測値
式 (2)では、各都道府県の実測値として、 1995
年度の値を使用した。擢災者数と被災金額それぞ
れに対する各都道府県の脆弱性評価値を図8，9の
ように図に示した。数値に関しては、もっとも数
値の高い(脆弱性が高い)都道府県の数値により、
他の値を基準化した。また、( )内の数値は、そ
の範囲にある都道府県の数量を示す。図によると、
擢災者に対しても被災金額に対しでもほぼ同様な
結果が得られた。すなわち主に関東地方、近畿地
方と中部地方の一部が地震災害に脆弱であると考
えられる。特に、東京都・神奈川県・愛知県・大
阪府・兵庫県・福岡県といった大都市の存在する
都道府県において大きい脆弱性を示すことが図か
ら分かる。これは、それらの地域特性指標の実測
値が、多変量解析の結果により地震災害に寄与し
ていると考えられるカテゴリー区分の値すなわち
脆弱性に寄与するアイテム・カテゴリーの実測値
が大きい値を示しているためであることが考えら
れる。
7. おわりに
本研究では、最近 26年の問自然災害統計データ
ベースの構築と、自然・社会・経済的指標のデー
タ収集を行い、主に地震災害と自然・社会・経済
的指標の地域特性を分析して比較検討し、地域特
性指標と地震災害による直接被害を対象とした多
変量解析により、数値的に都道府県ごとの地震災
害に対する脆弱性評価を試みた。多変量解析では
老年人口比・消防吏員率が特に地震災害の直接的
な被害量に寄与していて、地震災害脆弱性評価の
結果では関東地方や近畿地方といった主に大都市
の存在する都道府県が脆弱性の高い地域であると
考えられた。
今後、地震災害以外の自然災害についても地域
特性との関連性を考慮して、より多面的に地域の
自然災害に対する脆弱性について、同様な方法に
より分析する必要があると考えている。
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We consider that the damage amounts that a community receives must consider more variously to 
be not so much the total amount of the human damage and the material damage and the value of the 
damage shown in the total amount of the direct damage absolutely as relating to the rec巴ptivepower of 
the disaster based on regional characteristic in consideration of the various conditions. Then， an area 
character can be thought to become important even if it is very important and it faces disaster 
countermeasures again when a natural disaster is grasped. 
Recently， we have already explained and reported the collecting statistical data of damages due to 
natural disaster occurred in Japan during 26 years from 1970 to 1995 in order to prepare the database 
for the statistical data of natural disaster. Since we report on preparation of data base for statistical data 
among to the administrative divisions of Japan and the basic analysis result. We built the database that 
lasts 26 recent years about the damage various quantities due to the natural disaster that has already 
been exogenous factors， and proceed with some analyses. And we analyzed the result of the regional 
characteristic looking from time historical change of natural and social and economic index among to 
the administrative divisions of Japan during 26 years from 1970 to 1995. 
In this paper， we investigated the evaluation method of regional vulnerability for seismic disaster 
after analyzing the databases those were above mentioned statistic data for natural disasters and social 
and economic indexes. And then， we carried out the multivariate analysis for developing the 
vulnerability evaluation. Finally， we calculated the regional vulnerability using the result of 
multivariate analysis and compared the evaluated values for the regional vulnerability among to the 
administrative divisions of Japan. 
